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 国の基本指針の変更に対応するため、平成 27年 3月に東京都国民保護計画が修正さ

れました。 

 

  市の国民保護体制は、「地方公共団体における国民保護体制については、防災に関す

る体制を活用しつつ、国民保護措置を実施する体制を整備するものとする。」（国民の

保護に関する基本指針・内閣官房）との指針に基づき、整備されたものであり、平成

２８年５月に西東京市地域防災計画の修正が行われたことから修正が必要。 

 

  市国民保護計画修正から５年が経過しており統計数値の修正が必要。 

 

  

① 平成 2７年 3月に改正された東京都国民保護計画との整合を図ります。 

・武力攻撃事態等合同対策協議会開催時への参加を追記 

・安否情報システム運用開始に伴う文言の修正 

 

② 平成 28年５月に修正された西東京市地域防災計画を反映させます。 

・市対策本部の体制など 

 

③ 統計数値を更新します。 

 

 

 

東京都国民保護計画の修正に伴う事項 

① 武力攻撃事態等合同対策協議会への参加 

国の対策本部長が武力攻撃事態等合同対策協議会を開催する

場合は、市対策本部として、当該協議会への参加について計画

に反映します。 

② 安否情報システム運用開始 

安否情報システムが運用開始になり、安否情報について国へ

の報告方法が変更されたことから、計画に反映します。 

③ 緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ） 

緊急情報ネットワークシステムを活用した情報収集・提供が

新たに追加されたことから、計画に反映します。 

④ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ） 

全国瞬時警報システムの整備が完了したことから、計画に反

映します。 

西東京市地域防災計画の修正に伴う事項 

① 市組織改正に伴う防災業務の事務分掌 

平成 27 年５月に市組織改正が行われたことから、防災業務に係

る事務分掌の見直しについて計画に反映します。 

② 本部長職務代替職員の指定変更 

対策本部長の代替職員に危機管理室長を新たに追加指定します。 

③ 本部の代替機能の確保 

施設事前指定から、設置基準により選定した場所を本部長が決定

する方法に変更します。 

④ 防災関係機関の業務大網 

名称変更等の修正を行います。 

⑤ 公共機関等の協定 

平成２３年以降の防災業務に関する協定を追加します。 

 

その他の事項 

①  統計等の時点修正 

国勢調査等に基づき、最新の統計数値に更新します。 

②  資料編の見直し 

資料編の掲載内容の見直しを行います。 

 

 

  

 

１．修正の背景・目的 

３．主な修正事項 

２．修正の方針 
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